介護保険制度周知用パンフレット及び介護サービス事業者リスト
作成事業者募集要項

大阪市介護保険制度周知用パンフレット及び介護サービス事業者リストを作成するスポンサーとなる事業者を次のとおり募集します。

1 募集概要
	名称
	大阪市介護保険制度周知用パンフレット及び介護サービス事業者リスト

	内容
	大阪市の介護保険制度周知用パンフレット及び介護サービス事業者・施設のリストを掲載し、介護保険の利用者にとって必要な情報をまとめた大阪市介護保険制度周知用パンフレット及び介護サービス事業者リストを作成し、提供いただくスポンサーとなる事業者を募集する。

	規格
（大きさ等）
	1. 掲載内容
(1) 介護保険制度の案内及び制度関連の情報
(2) 地域包括支援センター及び総合相談窓口一覧
(3) 地域包括支援センター及び総合相談窓口の所在地を示した地図
(4) 大阪市内介護サービス事業者等一覧（掲載項目等は別紙１参照）
※（3）、（4）については「3.発行形態」に示すエリアに分割した形式で掲載すること。
2. 作成年度
令和９年度～令和11年度
3. 発行形態
地域包括支援センター及び総合相談窓口の所在地を示した地図及び事業者リストの部分については、大阪市を複数の区にまとめ、概ね３～４エリアごとに分割した形式とする。（別途事業者決定後協議予定）
4. 仕様
(1) 大きさ：A4版
(2) 色数：表紙及び裏表紙4色
　　　介護保険制度の案内及び制度関連の情報部分2色
　　　地域包括支援センター及び総合相談窓口の所在地を示した
　　　地図部分2色
　　　大阪市内介護サービス事業者等一覧部分1色（濃淡有）
　　　広告掲載ページ4色
(3) ページ数：約100～250ページ程度

	発行数
	各年度 約10万部（詳細は事業者決定後協議予定）

	対象者等
(対象者・場所等)
	1. 対象者
要介護認定を受けた市民及びその家族
2. 配付場所
市内24区役所及び地域包括支援センター等

	納入期限
	令和9年度版：令和9年3月末（別途事業者決定後協議予定）
令和10年度版：令和10年3月末（別途事業者決定後協議予定）
令和11年度版：令和11年3月末（別途事業者決定後協議予定）

	納入方法
	福祉局介護保険課及び市内24区役所、市内地域包括支援センター等約100箇所（別途事業者決定後協議予定）

	広告掲載可能
スペース
	・表紙裏
・裏表紙、裏表紙裏
・広告掲載ページ（ページ数は事業者決定後協議予定）



2 申込み、選定のスケジュール
	申込期間
	令和8年8月3日（月）～8月13日（木）

	質問受付期間
	令和8年7月10日（金）～7月28日（火）

	質問に対する回答
	令和8年8月3日（月）

	提案内容評価
	令和8年8月下旬

	提案結果通知
	令和8年9月上旬



3 申込手続
	申込条件
	1. 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の4の規定に該当しない者であること。
2. 大阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと及び同要綱別表に掲げるいずれの措置要件にも該当しないこと。
3. 令和7年度～令和9度本市「入札参加資格者名簿」に登録されている者については、活平版にて承認されており、参加申請時において、「大阪市競争入札参加停止措置要綱」に基づく停止措置を受けていないこと。
4. 令和7年度～令和9年度本市「入札参加資格者名簿」に登録されていない者については、この案件の公告日現在において、引き続き2年以上営業等を行っており、かつ、納税義務者にあっては、直近2年間において消費税及び地方消費税、本市の法人市民税及び固定資産税を完納していること。

	質問の受付・回答
	1.受付期間
令和8年7月10日（金）～7月28日（火）午後5時30分まで（必着）
2.提出方法
別紙2「質問書」に記載のうえ、「７ 申し込み・お問い合わせ先」までＦＡＸまたはＥメールにより提出すること。（電話や口頭での質問は受け付けない）
3.回答
受け付けた質問に対する回答は、令和8年8月3日（月）に本市ホームページにて行う。ただし、質問がない場合は公表を行わない。

	申込方法
	1. 受付日時
令和8年8月3日（月）～8月13日（木）（必着）
午前9時から午後5時30分（午後0時15分から午後1時までを除く）
2. 提出方法
提出書類1～5を「７ 申込み・お問合わせ先」まで持参又は郵送もしくはメールにて提出すること。
なお、持参又は郵送にて提出する際は正本1部、副本6部（写し可）を提出し、副本6部については、匿名性を確保するため、応募事業者の名称及び代表者氏名について、マスキング（匿名化）処理を行うこと。
メールにて提出する際は正本1部、副本1部（写し可）をパスワード付きで提出し、副本1部については、匿名性を確保するため、応募事業者の名称及び代表者氏名について、マスキング（匿名化）処理を行うこと。

	提出書類
	1. 企画提案書
(1) 申立書（様式1）
(2) 企画提案概要（様式2）
(3) 発行までのスケジュール（様式3）
(4) 本市が提供する介護保険情報等の管理体制（様式4）
(5) 全体の構成（様式5）
(6) 事業者一覧の編集内容（様式6）
(7) 広告掲載方針（様式7）
(8) 独自性・アイデア（様式8）
(9) 事業者の業務実績（様式9）
（過去実施した同内容業務の成果物を求める場合がある）
(10) 介護保険制度への理解度（様式10）
2. 法人の概要（様式11）
3. 定款又は寄付行為（役員名簿含む）
4. 法人の登記簿謄本又は登記事項証明書（申請時から3か月以内に発行、写し可）
5. 直近2年間の消費税及び地方消費税、法人市民税並びに固定資産税の納税証明書又は理由書（写し可）



4 選定手続
	評価項目・
評価基準
	1. 発行までのスケジュール
2. 本市が提供する介護保険情報等の管理体制
3. 全体の構成
4. 事業者一覧の編集内容
5. 広告掲載方針
6. 独自性・アイデア
7. 事業者の業務実績
8. 介護保険制度の理解度

	評価方法
	○福祉局高齢者施策部内に設置する選定会議において、上記審査項目・審査基準に従い、企画提案書に記載された内容を総合的に審査する。
※申込者が1者であった場合にも、最低基準を満たすかどうかについて審査を行う。最低基準を満たす提案がない場合は、再度募集を行う。





5 広告掲載にあたっての留意事項
	広告の条件
	○広告原稿内に広告である旨及び広告内容に関する一切の責任は広告主に帰属する旨を冊子内に明記すること。
○掲出する広告は、大阪市広告掲載要綱及び福祉局広告掲載要領、その他広告関連規程を遵守すること。
○その他次に掲げる広告は掲出できない
　・墓地、葬儀、遺産相続、遺言信託関係事業者
○広告内容は、介護保険利用者の暮らしに関わるものとすること。

	広告審査
	○広告内容（広告主、掲載内容等）は、事前に事業者で審査後、大阪市で確認を行う。原稿には修正が入ることを考慮した上で、十分に余裕を持った時期に介護保険課あて提出すること。



6 その他
○審査の結果、最も優れた提案を行った申込者と冊子の作成について協議を行う。
○冊子作成の作業状況は、適宜報告すること。
○介護保険事業者一覧の確認作業は、介護保険課と調整の上、事業者で行うこと。
○介護保険制度周知用パンフレット及び地域包括支援センター一覧は、大阪市からデータを提供する。なお、著作権は大阪市に帰属しており、無断での使用や転載を禁ずる。
○冊子の作成等に当たっては、大阪市と協定書を締結する。

7 申込み・問合せ先
	担当課名
	大阪市福祉局高齢者施策部介護保険課

	所在地
	大阪市北区中之島1丁目3番20号

	TEL/FAX
	TEL 06-6208-8028 / FAX 06-6202-6964

	Email
	fa0030@city.osaka.lg.jp
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